
内     訳 金     額 内     訳 金     額

千円 千円 千円 千円

6,899,403 4,801,063

58,445 2,293,531

128,534 271,982

4,942,229 37,682

524,365 347,459

12,552,976 785,247

8,536,964

243,483 512,886

190,429 433,912 512,886

9,049,850

1,630,000

2,204 2,204 1,500,000

1,500,000

1,629,766

1,629,766

107,612 4,759,766

5,143 -            

707,769 820,524

1,256,640 4,759,766

13,809,616 13,809,616

【 株 主 資 本 】

建 物

【 固 定 資 産 】

器 具 備 品

（ 無 形 固 定 資 産 ）

負 債 合 計

固 定 資 産 計

未 払 手 数 料前 払 費 用

未 収 委 託 者 報 酬

未 収 運 用 受 託 報 酬

預 り 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

未 払 賞 与流 動 資 産 計

評 価 ・ 換 算 差 額 等

固 定 負 債 計

【 固 定 負 債 】（ 有 形 固 定 資 産 ）

流　　　動　　　負　　　債　　　計

退 職 給 付 引 当 金

株 主 資 本 計

そ の 他 利 益 剰 余 金

長 期 前 払 費 用

（ 投 資 そ の 他 の 資 産 ）

貸　借　対　照　表
2025年12月31日

資   産   の   部 負   債   の   部

未 払 金

科          目

【 流 動 資 産 】

科          目

【 流 動 負 債 】

現 金 及 び 預 金

未 収 入 金

純　資　産　の　部

資 本 準 備 金

資 本 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

資 本 金

利 益 剰 余 金

負 債 ・ 純 資 産 合 計

繰 延 税 金 資 産

純 資 産 合 計

電 話 加 入 権

資 産 合 計

長 期 差 入 保 証 金



内     訳 金     額

千円 千円

委 託 者 報 酬 85,692,564

運 用 受 託 報 酬 882,930

販 売 代 行 手 数 料 324,684

そ の 他 営 業 収 益 △ 37,568,019 49,332,159

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 48,335,808

996,351

受 取 利 息 76,895

そ の 他 営 業 外 収 益 645,606 722,501

支 払 利 息 77,863

為 替 差 損 15,793 93,656

1,625,196

固 定 資 産 除 却 損 △ 3,559 △ 3,559

1,621,637

504,150

△ 17,665

1,135,152

損   益   計   算   書

2025年1月1日から

2025年12月31日まで

科          目

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

【 営 業 外 費 用 】

法 人 税 等 調 整 額

【 特 別 損 失 】

当 期 純 利 益

【 営 業 収 益 】

【 営 業 費 用 】

営 業 利 益

【 営 業 外 収 益 】

経 常 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益



(単位：千円)

評価・換算差額等

資本剰余金

当期首残高 1,630,000 1,500,000 1,273,787 4,403,787 434,373 4,838,160

当期変動額

　剰余金の配当 -　 -　 △ 779,173 △ 779,173 -　 △ 779,173

　当期純利益 -　 -　 1,135,152 1,135,152 -　 1,135,152

　株主資本以外
の項目の当期変
動額（純額）

-　 -　 -　 -　 △ 434,373 △ 434,373

当期変動額合計 -　 -　 355,979 355,979 △ 434,373 △ 78,394

当期末残高 1,630,000 1,500,000 1,629,766 4,759,766 -              4,759,7661,629,766

-　

355,979

資本準備金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

1,273,787

△ 779,173

1,135,152

株主資本等変動計算書
2025年1月1日から
2025年12月31日まで

利益剰余金合計

純資産合計

資本金 株主資本合計

株主資本

利益剰余金

その他有価証券評
価差額金



個　別　注　記　表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1 有価証券の評価基準及び評価方法
有価証券（預金と同様の性格を有するもの）
移動平均法による原価法により行っております。

その他有価証券（市場価格のない株式等以外のもの）

2 固定資産の減価償却の方法
(1)有形固定資産（リース資産を除く）

      建物     2 ～ 10年
      器具備品 3 ～ 10年

3 引当金の計上基準

（1）退職給付引当金

4 収益及び費用の計上基準
　当社は資産運用サービスから委託者報酬、運用受託報酬を稼得しております。
これらには成功報酬が含まれる場合があります。

（1）委託者報酬

（2）運用受託報酬

（3）成功報酬

（4）その他営業収益（投資顧問業取引に関する調整）

5 未適用の会計基準等

・「リースに関する会計基準」（企業会計基準第34号 2024年９月13日 企業会計基準委員会）

・「リースに関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第33号 2024年９月13日 企業会計基準委員会  

(1）概要

(2）適用予定日
2028年12月期の期首から適用します。

(3）当該会計基準等の適用による影響
「リースに関する会計基準」等の適用による財務諸表に与える影響額については、現時点で評価中であります。

6 その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項
（1）外貨建の資産及び負債
　　外貨建の資産・負債は、主として決算日の為替相場による円換算額を付しております。

　決算日の市場価値等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は
移動平均法により算定）を採用しております。

　定額法により償却しております。なお、主な耐用年数は下記のとおりであります。

企業会計基準委員会において、日本基準を国際的に整合性のあるものとする取組みの一環として、借手の全て
のリースについて資産および負債を認識するリースに関する会計基準の開発に向けて、国際的な会計基準を踏
まえた検討が行われ、基本的な方針として、IFRS第16号の単一の会計処理モデルを基礎とするものの、IFRS第
16号の全ての定めを採り入れるのではなく、主要な定めのみを採り入れることにより、簡素で利便性が高く、
かつ、IFRS第16号の定めを個別財務諸表に用いても、基本的に修正が不要となることを目指したリース会計基
準等が公表されました。借手の会計処理として、借手のリースの費用配分の方法については、IFRS第16号と同
様に、リースがファイナンス・リースであるかオペレーティング・リースであるかにかかわらず、全てのリー
スについて使用権資産に係る減価償却費およびリース負債に係る利息相当額を計上する単一の会計処理モデル
が適用されます。

  役員及び従業員の退職給付に備えるため、「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指
針第25号）に定める簡便法（期末自己都合要支給額を退職給付債務とする方法）により、当会計期間末におい
て発生していると認められる額を計上しております。

　当社は、投資信託契約に基づき投資信託商品に関する投信委託サービスを提供し、商品の純資産総額(以下
「NAV」)に応じて手数料を受領しております。サービスの提供を通じて得られる委託者報酬は、期間の経過と
ともに履行義務が充足されるという前提に基づき、投資信託の運用期間にわたり収益として認識しておりま
す。

　当社は、投資顧問契約に基づき顧問口座のNAV等に応じて手数料を受領しております。
サービスの提供を通じて得られる投資顧問報酬は、期間の経過とともに履行義務が充足されるという前提に基
づき、顧問口座の運用期間にわたり収益として認識しております。

　当社が顧問口座の運用成果に応じて受領する成功報酬は、対象となる投資顧問契約のもと、パフォーマンス
目標を上回る超過運用益に対する一定割合として認識されます。当該報酬は成功報酬を受領する権利が確定的
となった時点で収益として認識しております。

　その他営業収益は当社の親会社および海外子会社との移転価格契約に基づき毎月計算され、
月次で収益を認識しております。



重要な会計上の見積りに関する注記

1 当事業年度の計算書類等の作成にあたって行った会計上の見積りが
翌事業年度の計算書類等に重要な影響を及ぼすリスクを識別していないため、注記を省略しております。

貸借対照表に関する注記

1 資産に係る減価償却累計額
有形固定資産の減価償却累計額　　
建物　　　765,284千円
器具備品  362,184千円

2 関係会社に対する金銭債権・債務
未払金　          3,412,565千円

3 取締役に対する金銭債権及び金銭債務
金銭債務　　　123,500千円

損益計算書に関する注記

1 関係会社との取引高
営業取引による取引高
その他営業収益　△37,568,020千円
関係会社付替費用　　1,141,342千円

営業取引以外の取引による取引高
支払利息 77,863円



株主資本等変動計算書に関する注記
1. 発行済株式に関する事項

2. 剰余金の配当に関する事項
配当金支払額
　2025年6月24日開催の臨時株主総会において、次のとおり決議しております。
　配当金の総額
　1株当たり配当額
　基準日
　効力発生日

税効果会計に関する注記
繰延税金資産および繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産 千円

11,360
83,712
47,183
213,877

1,605
191,085
161,237
60,098

0
△ 2,290
767,867

△ 60,098
707,769

金融商品に関する注記
1．金融商品の状況に関する事項
（1）金融商品の内容及び金融商品に対する取組方針

（2）金融商品のリスク及びそのリスク管理体制

（3）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれています。
当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

23,901円
2024年12月31日
2025年6月26日

　未払費用否認

　貯蔵品
　減価償却超過額
　退職給付引当金損金算入限度超過額
  原状回復費用否認
　長期繰延資産（移転支援金）

　　　繰延税金資産小計

　将来減算一時差異における評価性引当額
　　　繰延税金資産計

　その他

当事業年度減少 当事業年度末
株式数（株） 株式数（株） 株式数（株） 株式数（株）

株式の種類

普通株式

当事業年度期首

32,600 -

当事業年度増加

- 32,600

　未払事業税否認

　親会社持分報酬制度負担額
　賞与引当金損金算入限度超過額

779,173千円

当社は、主として投資信託委託会社としての業務、投資一任業務を行っており、未収入金、未収委託者報酬、未収運用受
託報酬及び未払金（未払手数料）はこれらの業務にかかる債権債務であります。有価証券は、当社が設定するマネーマー
ケットファンドへの投入によるものであります。ただし、資金運用は短期的な預金等に限定して行っております。投資有
価証券は、当社が設定する証券投資信託へのシードマネーの投入によるものであります。ただし、資金運用は短期的な預
金等に限定して行っております。また、主な金融債務は親会社からの借入金であります。

預金は取引先金融機関の信用リスクに晒されておりますが、当社が預金を預け入れる金融機関の選定に際しては、取引先
の財政状態及び経営成績を考慮して決定しており、格付けの高い銀行に限定して取引を行っております。

有価証券は証券投資信託が株式及び公社債等に投資しているため、市場リスク及び為替変動リスクに晒されております
が、ファイナンス部が経理規程に従い月次で投資有価証券の時価を算出、評価損益の把握及び測定を行うことにより時価
変動のモニタリングを行っております。

営業債権である未収委託者報酬及び未収運用受託報酬は、運用資産を複数の信託銀行に分散して委託しており、信託銀行
は受託資産を自己勘定と分別して保管しているため、これら営業債権が信用リスクに晒されることは限定的と考えており
ます。未収入金および未払金は、主として親会社であるアライアンス・バーンスタイン・エル・ピーへの営業債権および
営業債務であるため、信用リスクはほとんど無いものと考えております。また、営業債務である未払手数料は、そのほと
んどが半年以内の支払期日です。

投資有価証券は、証券投資信託が株式及び公社債等に投資しているため、市場リスク及び為替変動リスクに晒されており
ますが、ファイナンス部が経理規程に従い月次で投資有価証券の時価を算出、評価損益の把握及び測定を行うことにより
時価変動のモニタリングを行っております。



2．金融商品の時価等に関する事項
該当事項はありません。
（注）（1）現金及び預金、未収入金、未収委託者報酬、未収運用受託報酬、 未払手数料、未払金、未払費用、

　　　　未払賞与、未払法人税等

　　　　これらの金融商品については、短期間で決済されることから、時価は帳簿価額と近似しているため、記載を省略しております 。
      （2）長期差入保証金のうち、金融資産である将来返還が見込まれる金額については、重要性が乏しいことから、　
        記載を省略しております。

3

（１）時価で貸借対照表に計上している金融商品
　　　該当事項はありません。

（２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品
　　　該当事項はありません。

2.有価証券に係る事項
1 その他有価証券

期末時点で貸借対照表に時価で計上している有価証券の該当はありません。

2  当事業年度中に売却した投資有価証券
（単位：千円）

種類 売却額 売却益の合計額 売却損の合計額
(1)株式 - - -
(2)債券
  ①国債・地方債等 - - -
  ②社債 - - -
  ③その他 - - -
(3)その他 2,473,653 614,464 -

合計 2,473,653 614,464 -

　　時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットが
　　それぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項
　金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類しておりま
す。
　　レベル１の時価：同一の資産または負債の活発な市場における(無調整の)相場価格により算定した時価

　　レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接または間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

　　レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価



（収益認識関係）

1 顧客との契約から生じる収益を分解した情報

当会計期間(自2025年1月1日　至　2025年12月31日）

(単位：千円)
委託者報酬 85,692,564
運用受託報酬 882,930
販売代行報酬 324,684
その他営業収益  △37,568,019 
合計 49,332,159
（注）成功報酬は、損益計算書において運用受託報酬に含めて表示しております。

2
顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報

　顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報は「重要な会計方針　４.収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。

3

　重要性が乏しいため記載を省略しております。

関連当事者との取引に関する注記
1 親会社及び法人主要株主等

事業の 議決権等の
内容又 所有（被所
は職業 有）割合（％）

アメリカ合衆国 4,965,672 投資顧 （被所有） 当社設定・ その他営業収益 △37,591,078千円

テネシー州 千米ドル 問業

ナッシュビル市

（注）１．上記金額は、取引金額及び期末残高ともに消費税等が含まれておりません。

　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等

    　　上記親会社との取引については、市場価値を参考に決定しております。

事業の 議決権等の
内容又 所有（被所
は職業 有）割合（％）

アメリカ合衆国 （被所有） 長期借入金の返済 2,121,660千円
関係会社

長期借入金
-

（注）１．上記金額は、取引金額及び期末残高ともに消費税等が含まれておりません。
　　　２．取引条件及び取引条件の決定方針等
    　　上記親会社との取引については、長期借入契約に基づき決定をしております。

1株当たり情報に関する注記
1株当たり情報
1株当たり純資産額 146,005円8銭
1株当たり当期純利益 34,820円60銭

（注）1株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。
当期純利益 1,135,152千円
普通株主に帰属しない金額 -
普通株式に係る当期純利益 1,135,152千円
期中平均株式数 32,600株

（重要な後発事象に関する注記関する注記）
該当事項はありません。

3,412,565 千円

資本金又は
出資金

関連当事者と
の関係

期末残高

科目

顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並びに当会計期間末において存在する顧客との契約から当会計期間の末日後に認識すると見込まれる収益の金額及び
時期に関する情報

種類 会社等の名称 住所
資本金又は

出資金
関連当事者と

の関係
取引の内容 取引金額 期末残高

親会社
アライアンス・バー
ンスタイン・エル・
ピー

未払金

取引の内容 取引金額 科目

間接100.0
運用商品の運
用を再委託

諸経費の支払 1,141,342 千円

資金の提供

支払利息 77,863千円 その他未払金 -
テネシー州

ナッシュビル市
直接100.0

種類 会社等の名称 住所

親会社

アライアンス・バー
ンスタイン・コーポ
レーション・オブ・

デラウェア

191,484
千米ドル

持株会社




